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見通しに関する注記  

　本レポートには、ヤマトホールディングス株式会社

の将来についての計画や戦略、業績に関する予想お

よび見通しの記述が含まれています。これらの記述

は、本レポートの作成時点で入手可能な情報に基づ

いたものです。これらの記述には経済情勢、消費者動

向、為替レート、税制や諸制度などに関わるリスクや

不確実性が多く含まれています。このため実際の業績

は、当社の見込みとは異なる可能性のあることをご承

知おきください。

編集方針  

　ヤマトグループは、様々なステークホルダーの皆様

との長期的な信頼関係を構築するため、法定開示の

みならず、ステークホルダーにとって必要と考えられる

情報を、迅速、正確かつ公正公平に伝達することを方

針としています。本レポートは、経営戦略や事業概況、

ESGへの取組みなど非財務情報を含めお伝えし、 
ヤマトグループについて総合的に理解を深めていただ

くことを目的としています。なお、ホームページにはより

詳細な情報を掲載していますので、ぜひご覧ください。

参考ガイドライン  

 •  経済産業省 

「価値協創のための統合的開示・ 

対話ガイダンス」 

•  IFRS Foundation（国際会計基準財団） 
統合報告フレームワーク

社会的インフラを担うヤマトグループ

　1919年創業のヤマトグループは、宅急便をはじめ、それま
で世の中になかった多くのサービスを創出し、今では社会的
インフラを担う企業となりました。昨今、事業を取り巻く環境
は大きく変化しており、新型コロナウイルス感染症の拡大や
国際情勢の不安定化を背景に、消費行動や流通構造の変化
が加速しています。また、持続可能な社会の実現に向けて、
企業による積極的な関与や課題解決の重要性がより高まっ
ています。

　このような環境下、ヤマトグループは、グループ各社の経営
資源を結集したOneヤマト体制のもとでスタートさせた中期
経営計画「Oneヤマト2023」 に基づき、これまでの「宅急便
サービス」中心の事業構造を変革し、お客様のビジネスの入
口から出口まで、幅広く価値提供できる姿を目指す取組みを
加速させています。
　この取組みを通じて、経営理念に掲げる「豊かな社会の実現」
に貢献し、持続的な成長と企業価値向上を実現していきます。

* 2022年3月期または2022年3月現在

営業収益 営業利益
1兆7,936億円 771億円

　　　　グループ概要* 　

*1 営業倉庫、法人顧客向け集配拠点など
*2  国土交通省「宅配便等取扱個数の調査 
及び集計方法」をもとに算出

法人関連 
オペレーション拠点*1

宅急便営業所

約400拠点 約3,500拠点

国内宅急便ネットワーク 
カバー率 

100%

海外展開

25の国と地域

セールスドライバー

約6万人

社員数  

約21.6万人
宅配便サービス 
国内シェア*2

第1位 シェア 46.6%

宅配便年間取扱数量
（ 宅急便・宅急便コンパクト・ 

EAZY・ネコポス）

約22.7億個

EAZY年間取扱数量

約4.6億個



グループ企業理念
　ヤマトグループの原点は、1931年に制定して以降、一度も変更していない創業の精神「社訓」にあります。当社

グループは、この「変わるべからざる価値観」をもとに構成する「グループ企業理念」を拠り所とし、豊かな社会の

創造に持続的な貢献を果たす企業となることを目指しています。

社訓

経営理念

グループ企業理念の構成図

一、ヤマトは我なり
社員一人ひとりが「自分はヤマトを代表している」という意識をもってお客様やパートナーと接し、 
自ら考えて行動する「全員経営」の精神を表しています。

一、運送行為は委託者の意思の延長と知るべし
「運送行為」は単に物を運ぶことだけではなく、お客様（委託者）の心（意思）をお届けし、お客様 

（委託者・受取人）に喜びをもたらすことである、と定義しています。

一、思想を堅実に礼節を重んずべし
社員一人ひとりが社会の一員として法律やルールを遵守するとともに、高い倫理観を持って行動する 

ことの重要性を表しています。

ヤマトグループは、 
社会的インフラとしての宅急便ネットワークの高度化、 

より便利で快適な生活関連サービスの創造、 
革新的な物流システムの開発を通じて、 
豊かな社会の実現に貢献します。

　ヤマトグループの100年超の歴史で「変わるべからざるもの」、それは創業
者の小倉康臣が創業間もない1931年に制定した「社訓」にあります。康臣は 

会社経営について、経営者がどれだけ合理的な経営を行ったとしても、その会社
は形式的な組織に過ぎず、会社が社会から認められるには、そこで働く一人 

ひとりの心がけが最も重要であると考えていました。
　運送事業に携わる者は、日々、それぞれの持ち場で働いているため、上意 

下達に時間がかかってしまいます。それを補って余りあるのは、社訓を大事にす
る一人ひとりの自主性であると康臣は考え、社訓を社内に浸透させていきました。

「社訓」に込められた創業の精神

創業者・小倉康臣

経営理念
ヤマトグループが事業を
営む目的や、企業として 

これから目指すべき方向
を表したものです｡

企業姿勢
「経営理念」を実現して 

いく上で、ヤマトグループが
社会に約束し、常に実行 

する基本となる考えを 

表したものです。

社員行動指針
「経営理念」や「企業姿勢」
を踏まえ、ヤマトグループ
で働く全ての人が日々の
行動の中で、社員としての
考え方やあるべき姿を表
したものです。

社訓

創業の精神とも言うべき基本的な心構えが盛り込まれており、 
「グループ企業理念」の中で、この「社訓」をヤマトグループの原点として位置付けています。

グループ企業理念

社員

株主

お客様

ステークホルダー

パートナー

株主

お客様

地域の皆様

社員
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事
業
環
境

1960年頃 2000 年頃1919年頃
貨物輸送の変化 
（牛馬車・荷車から 
トラック輸送へ）

ライフスタイルの変化、 
「宅配」から「個配」へ 
ニーズが拡大

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

機
能
（
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
等
）

高度経済成長～安定成長
生活水準・購買力の向上

202020102000199019801970

2020年～
新型コロナウイルスの 
感染拡大 
消費行動や 
流通構造の変化

国内における宅急便ネットワークの拡大

海外におけるネットワークの拡大

2002
「宅急便メール 
通知サービス」開始

2000
3PL（サードパーティ・ロジスティクス）
事業開始

2012
法人向け会員制サービス 
「ヤマトビジネスメンバーズ」 
開始

2012
「医療機器メーカー向け 
トータル流通支援サービス」開始

2015
 「宅急便コンパクト」発売 
 「ネコポス」発売

2013
羽田クロノゲート 
稼働開始

2005
通販事業者向け総合決済サービス 
「宅急便コレクト」開始

2020
EC事業者向け 
配送商品「EAZY（イージー）」 
サービス開始

1929 
東京～横浜間の 
定期積み合わせ輸送開始

1935
関東一円の定期便ネットワーク完成

1980
YAMATO TRANSPORT U.S.A., INC 
（現 米国ヤマト運輸 
株式会社）設立

1982
大和運輸（香港）有限 
公司（現 香港ヤマト 
運輸株式会社）設立

1983
シンガポールヤマト運輸 
株式会社 設立

1986
オランダヤマト運輸株式会社 
（現 欧州ヤマト運輸株式会社）設立

2022
海外現地法人25社 
展開エリア25の国・地域（駐在員事務所・支店を含む）

2016
  マレーシア宅配大手のGD EXPRESS CARRIER BHD. 
（現GDEX BHD）と業務・資本提携を締結
 マレーシアに本拠地を置くOTLグループの株式取得

1997
宅急便全国ネットワーク完成

2003
雅瑪多（上海）物流有限公司 設立

1984
「ゴルフ宅急便」発売

1976
宅急便の「取次店」 
（現 取扱店）設置開始

1973
ヤマトシステム開発株式会社設立、 
情報・通信分野の事業開始

1987
コンビニエンスストアで 
「宅急便」の取り扱い開始1951

Ｃ.Ａ.Ｔ（シヴィル・エア・ 
トランスポート）航空と 
代理店契約を締結、 
航空貨客の取り扱いを開始

1952
海上貨物取り扱い 
船積業務開始

1958
美術品梱包輸送 
事業開始

1960
国際航空混載貨物の取り扱い開始

1983
 「スキー宅急便」発売 
 「国際宅急便」発売

1986
「コレクトサービス」 
（現「宅急便コレクト」）発売

1988
「クール宅急便」発売

1989
「空港宅急便」発売

1998
「宅急便時間帯お届け 
サービス」開始

2016
オープン型宅配便ロッカー 
｢PUDO（プドー）ステーション｣ 
設置開始

2007
個人向け会員制サービス 
「クロネコメンバーズ」開始

2007
「クロネコヤマト・リコールサポートサービス」開始

1976
「宅急便」発売

　1919年に創業した当社グループは、時代の変化に先回りして、お客様が求める商品・サービスを提案することで今日の発展につ

なげてきました。日本で初めての路線事業として、定期積み合わせ輸送を開始し、その後、不特定多数のお客様の配送ニーズに応え

る「宅急便」を発売しました。現在は、消費行動や流通構造の変化に対応するサプライチェーンの変革に向けて、Oneヤマトの経営

体制のもと、お客様や社会のニーズに対する提供価値のさらなる拡大に取り組んでいます。

提供価値を拡大してきた歴史

営業収益推移
1920 1970 1980 1990 2000 2010 2020

2022年3月期

1兆7,936億円

2021年4月～
中期経営計画「Oneヤマト2023」

Oneヤマト

グループ経営資源を結集した 

Oneヤマトの経営体制を始動 

海外を含む法人顧客のビジネスの 

上流領域から下流領域まで、 
「End to End」での価値提供を目指す1989年 99.5%

2000年頃1929年頃戦
略
の
方
向
性

路線事業の開始
小口輸送需要への対応

グループ経営の推進
  デリバリー事業の 
さらなる進化

  ノンデリバリー事業の 
自立的な成長

1919年

トラック運送会社

大和運輸 
創業 1976年頃

宅急便の開始
  生活者のニーズに応える 
商品・サービスの提供

  宅急便ネットワークの拡大

2013年頃
企業発物流におけるソリューションの創出
  付加価値の高い 
事業モデルの創出

  ネットワーク革新に 
よる事業基盤の強化

1976年 3.4%

日本全土における面積比



持続的成長に向けた構造改革

　ヤマトグループは、消費行動や流通構造の変化により加速する「全産業のEC化」を踏まえ、持続的な成長と中長

期的な企業価値向上の実現に向けた構造改革に踏み出しました。2024年3月期を最終年度とする中期経営計画

「Oneヤマト2023」に基づき、グループ経営資源を結集した「Oneヤマト」体制のもと、経営の仕組みを見直しなが

ら、収益・コスト両面での構造改革を推進しています。

顧客のビジネスの上流領域から下流領域まで 
「End to End」で価値提供する企業を目指す

EC物流 
ネットワーク 宅急便ネットワーク

ミドルマイル 
ネットワーク

オペレーション・ITシステム

ターミナル（輸送・仕分け）・物流センター
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Oneヤマト

グループ9社を統合した 
ヤマト運輸と 

国内外事業会社で構成

課題認識

　急速に変化する事業環境、深刻化する社会課題に対して、宅急便中心の

「戦略」「経営システム」「組織・風土」がお客様や社会の期待・ ニーズに応え

られなくなってきたことが改革に踏み切った最大の要因です。

 お客様の「期待」「ニーズ」の多様化
 産業のEC化の急進展
 総人口の減少と地域社会インフラの衰退
 労働人口の縮小
 気候変動と資源減少
  新型コロナウイルス感染拡大を契機とした 
全産業のEC化のさらなる加速

→消費行動： さらなるEC化、 
非対面を含むオムニチャネル化

→流通構造：在庫・供給ルートの全体最適化

事業環境／社会課題 経営構造の課題

  幅広い顧客基盤を活かしたエリアカスタマーへの「＋α」の提案による宅急便収益の拡大
 アカウント顧客のビジネス・サプライチェーンに対する総合的な価値提供による収益の拡大

  成長するECや法人領域、保冷配送に対応するため、都市部を中心に専用のラストマイルネットワークを構築
 新たなラストマイルネットワークのキャパシティを踏まえ、宅急便ネットワークを適正化（拠点集約・大型化）

1  EC物流ネットワークの構築～展開
2  ミドルマイルネットワークの構築
3  宅急便営業所の集約・大型化

4  クール専用配送拠点の立ち上げ
5  オペレーションの改革および ITシステムの構築

戦略

宅急便を中心とした
経営構造

経営
システム 組織・風土

法人顧客への「End to End」での価値提供　  詳細は、P20をご覧ください。

「ネットワーク・オペレーション構造改革」　  詳細は、P26をご覧ください。

本社 本社

<ソリューション設計>
<オペレーション設計>

＜エリア営業支援＞

<商品・機能開発>

アカウントマネージャー

インダストリーマネージャー

アカウントマネージャー

営業担当

セールスドライバー
＜品質管理＞

ECアカウント
グローバルアカウント
ナショナルアカウント

エリアアカウント

エリアカスタマー

地域統括・主管支店

法人顧客

成
長
領
域

基
盤
領
域

営業収益／営業利益率の推移

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2022/32021/32020/32019/32018/32017/32016/32015/32014/32013/32012/3
0

2.5

5.0

7.5

10.0

 営業収益（左軸）　  営業利益率（右軸）

（百万円） （%）

構造改革



価値創造プロセス

経営資源／強み （2022年3月現在）

• お客様の「期待」「ニーズ」の多様化　• 産業のEC化の急進展　• 総人口の減少と地域社会インフラの衰退
• 労働人口の縮小　• 気候変動と資源減少

事業環境／社会課題

新型コロナウイルス感染拡大を契機とした全産業のEC化のさらなる加速

・消費行動：さらなるEC化、非対面を含むオムニチャネル化　　・流通構造：在庫・供給ルートの全体最適化

×

×

×

×

顧客 
基盤

法人顧客 

生活者  

 ビジネスメンバーズ：約148万社 
  クロネコメンバーズ：  
約5,400万人 

セールス 
担当 

カスタマー 
担当 

  アカウントセールス／セールスドライバー： 
約6万人 

  ゲストオペレーター／ 
コールセンターオペレーター： 
約2.5万人 

拠点 
ネットワーク 

輸配送 
ネットワーク 

  法人関連オペレーション拠点 ： 
約400拠点
  営業所（宅急便）：約3,500拠点 

  ラストマイル（宅急便・EAZY・ミドルマイル）
国際輸送（フォワーディング・アジア越境陸上輸送）

リアル・ 
デジタルの 
顧客接点 
 

データ 

  アカウントセールス／セールスドライバー／  
ゲストオペレーター／ 
コールセンターオペレーター／  
クロネコメンバーズ／ビジネスメンバーズ 

   荷物流動データ：年間22億個超 
   ヤマトデジタルプラットフォーム

基盤 健全性   格付け：AA－ 

顧客基盤

人財

物流 
ネットワーク 

情報

財務 

• 経営理念：  豊かな社会の実現に貢献

• 環境ビジョン： つなぐ、未来を届ける、グリーン物流

• 社会ビジョン：  共創による、フェアで、 

“誰一人取り残さない”社会の実現への貢献

持続的な 
企業価値向上

目指す姿

社会的インフラを担うヤマトグループ
中期経営計画「Oneヤマト2023」

Oneヤマトに結集した経営資源を最適な形に組み合わせ、 
サプライチェーンの変革に向けて「End to End」で価値提供

コーポレート・ガバナンス

経営構造改革プラン「YAMATO NEXT100」

グループ企業理念

 提供する価値

サプライチェーンをトータルに支援 
する、経営パートナーへの進化 「ECエコシステム」の創出

データ分析に基づく 
経営資源の最適配置グループインフラの強靭化 データ戦略と 

イノベーション戦略の推進

エネルギー・
気候 大気 資源循環・ 

廃棄物 労働 人権・ダイ 
バーシティ

安全・ 
安心

データ活用・ 
セキュリティ

サプライ 
チェーン 
マネジメント

地域 
コミュニティ

社会と企業の 
レジリエンス

資本効率の向上「運創業」を支える 
人事戦略の推進

経営体制の刷新と 
ガバナンスの強化

サステナブル 
経営の強化

生活者向け： さらなる生活利便性の向上
法人顧客向け：  企業価値向上の支援（物流効率化に留まらず、在庫の適正化や売上最大化、

バックオフィス業務の効率化など経営課題の解決を支援）
社会向け： 環境負荷の低減と環境レジリエンスの向上、生活の質（QOL）の向上

財務

連結営業収益：2兆円

連結営業利益：1,200億円
連結営業利益率：6%
親会社株主に帰属する当期純利益：720億円

ROE：10%以上

 

社会*

GHG*1排出量：2021年3月期比10%削減 *2

GHG排出原単位：2021年3月期比10%削減*2

再生可能エネルギー由来電力：30%使用
*1 温室効果ガス 
*2 国内連結および（株）スワンの自社排出（Scope1とScope2）

社員*31人当たり営業収益向上： 
2021年3月期比15%増加
社員1人当たり残業時間： 
2021年3月期比20%削減
有給休暇取得率：90%
*3 換算人員

重大交通事故*4件数：0件
交通事故（対人事故）件数： 
2020年3月期比50%削減
重大労働災害*5件数：0件
休業災害度数率：2020年3月期比20%削減
*4 有責死亡交通事故　*5 死亡労働災害

目標（2024年3月期）

 環境・社会の目標詳細はP34～35をご覧ください。

*  「サステナブル中期計画2023」より抜粋

環境*
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営業収益
（億円）

1兆7,936億円
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営業利益
（億円）

771億円
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宅配便取扱数量／単価伸率（前期比）
（百万個） （%）

 宅配便取扱数量（左軸）　  単価伸率（前期比）（右軸）

2,275百万個
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親会社株主に帰属する当期純利益／ROE
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 親会社株主に帰属する当期純利益（左軸）　  ROE（右軸）

559億円
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営業キャッシュ・フロー／投資キャッシュ・フロー／ 
フリー・キャッシュ・フロー*1

（億円） 

 営業キャッシュ・フロー　  投資キャッシュ・フロー　  フリー・キャッシュ・フロー

△69億円

△589億円

520億円
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自己資本／自己資本比率
（億円） （%）

 自己資本（左軸）　  自己資本比率（右軸）

5,905億円

54.3%

9.6%

△3.0%

財務情報

　営業収益は、成長が加速するEC領域への対応で荷物の取扱数量が増加したことや、法人顧客の物流最適化に注力したことにより、前期比

5.8%増の1兆7,936億18百万円となりました。営業利益は、燃料単価が上昇傾向にあることに加え、中期経営計画「Oneヤマト2023」の推

進に伴う費用が増加したことにより、前期比16.2%減の771億99百万円となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は、投資事業組合

運用益および政策保有株式の売却益を計上した一方で、退職給付制度改定費用を計上したことに加え、関係会社の事業譲渡に伴う株式売却

損により、当連結会計年度の課税所得を縮小させたことなどにより、前期比1.3%減の559億56百万円となり、ROEは前期比0.4ポイント低下

の9.6%となりました。

非財務情報

　ヤマトグループは、持続的な成長と持続可能な社会の発展を両立するため、サステナブル経営の強化に取り組んでいます。重要課題に対する

2023年の到達目標と具体的な行動を定めた「サステナブル中期計画2023」に基づき、初年度となる2022年3月期は、整備したサステナビリ

ティ推進体制のもと、目標に向けた取組みが着実に進展しました。引き続き、施策の推進や教育の充実等に取り組むとともに、初年度に生じた

課題に対して、施策の見直しや追加施策を講じることで改善を図っていきます。

社員数*2／社員1人当たり営業収益*3

（人） （千円）
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12,550千円

温室効果ガス（GHG）排出量*8／ 
GHG排出原単位
（千 tCO2e） （tCO2e／営業収益1億円）
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再生可能エネルギー由来電力率*8*9

（%）
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 社員数（左軸）　  社員1人当たり営業収益（右軸）  社員1人当たり残業時間（左軸）　 
 1人当たり年次有給休暇取得率（右軸）

 GHG排出量（左軸）　  GHG排出原単位（右軸）

90.5%

10.9%

重大交通事故*10件数／ 
重大労働災害*11件数
（件） 

 重大交通事故件数　  重大労働災害件数
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社員1人当たり残業時間*4／
1人当たり年次有給休暇取得率*5

（時間） （%）

0

80

160

240

320

400

0

20

40

60

80

100

2019/32018/3 2020/3 2021/3 2022/3

186時間

*1 フリー・キャッシュ・フロー＝営業キャッシュ・フロー ＋ 投資キャッシュ・フロー

*2  期末社員数

*3  期中平均社員数、換算後のパートタイマー人員数を用いて算出

*4  対象：国内グループ会社のフルタイマー社員

*5   各年度における1人当たり年次有給休暇取得日数  
100

 
 各年度における1人当たり年次有給休暇付与日数 
（対象：国内グループ会社のフルタイマー社員）

*6  経営の中心に据えて取り組んでいる「働き方改革」の実効性を高めるため、年次で実施している働き方に関する意識調査 
（対象：国内グループ会社のフルタイマー社員・パートタイマー社員）

*7  　　　　　　　  各年度における退職者数（自己都合）　　　　　　　    
100

 
  各年度末時点の在籍社員数 ＋ 各年度における退職者数（定年数も含む） 
（対象 :国内グループ会社のフルタイマー社員）

*8 範囲：国内連結会社および（株）スワン　　

*9 再生可能エネルギー由来電力MWh／総電力MWh

*10  死亡交通事故（有責）

*11  死亡労働災害

パフォーマンスハイライト　2022年3月期

働き方意識調査*6

（%）

 働きやすさ　  働きがい　  働き続けたい
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68%
64%

72%

902千 tCO2e

45.7tCO2e／ 
営業収益1億円
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